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わが国の地形は急峻な山間部を多く擁し、この山岳地帯で侵食された土砂が河

川に流入し、途中に建設されたダムにより堰き止められ、ダム湖内に堆積してい

ます。多くのダムでは、流入土砂量が計画を上回る速さで進行しているのが実情

であり、ダムの貯水機能を維持するためには、定期的な浚渫・掘削による堆積土

砂の除去を行う必要があります。 

これまでのダム堆積土砂の排除方法は、ポンプ浚渫船やグラブ浚渫船などの港

湾等で用いられている浚渫工法が一般的でありました。また、浚渫した土砂の排

出先も近くに揚土して山間部の谷あいに盛土するか、湖内移送してダム湖の死水

域に投入する処理が多く行われていましたが、環境問題等でこのような処理方法

も難しくなってきています。 

一方、平成10年河川審議会にて「流砂系の総合的な土砂管理に向けて」と題し

た報告書が出され、流域の源泉から海岸までの一貫した土砂の管理を提言し、土

砂を下流に流し、土砂管理により河川海岸線の保全に利用する方針が示されまし

た。この方針に基づき、各地のダムおよび河川では土砂の下流還元試験や環境影

響の調査を実施し、堆積土砂排除に向けた検討が進められています。 

このような背景の中、土砂の排除方法にもダムの持つ自然エネルギーを利用し

た水圧差土砂吸引システム（ＨＳＲＳ）が注目されるようになってきました。こ

れはダムの水位差を利用してダム湖に堆積する土砂を排除しようとする工法であ

ります。 

土砂研では平成13年に水圧差土砂吸引システムによる排砂能力を把握するため

の基本確認試験を行いました。その後、平成14年から平成16年にかけて、より効

率の良いＨＳＲＳの研究を目的に、ＭＨＳ排砂管工法と称してシステムの開発に

取り組んでいきました。そして、数回の室内実験と現地実証試験にて、本工法の

実用規模での機能を確認しました。 

しかし、下流に堆積土砂を流す排除方式の管理・運用方法がまだ確立されてい

ないのが現状です。本工法においても、まだ完成された工法とは言い難く、実施

工を積み重ねて工法の改良を続け、より機能の高い工法に仕上げていきたいと考

えております。 

今回、ＭＨＳ排砂管工法のマニュアルを整備することにより、本工法の適用さ

れる場が増えることを期待する次第であります。最後に本マニュアルの編集にご

協力いただいた会員および開発ＷＧの皆様にお礼申し上げます。 

 

平成18年6月30日 

有限責任中間法人 

ダム水源地土砂対策技術研究会 

技術委員長 藤尾 良也 
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ＭＨＳ排砂管工法 室内排砂実験 

   

試験期間：2002年度、2003年度、2005年度 

  実施場所：五洋建設株式会社 技術研究所 

  対象土砂：硅砂および流動性の高いシルト 

 

 

 

実験装置全景 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実験装置（拡大） 
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排砂後の出来形（硅砂を対象とした排砂実験） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

排砂後の出来形（流動性の高いシルトを対象とした排砂実験） 

 

 

１吸砂口 
４吸砂口 ４吸砂口、合流管（２本） 

１吸砂口 ４吸砂口 
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ＭＨＳ排砂管工法 現地実証実験 

   

試験期間：2004年12月～2005年2月 

  実施場所：長野県上伊那郡長谷村大字溝口地内（美和湖内） 

  対象土砂：美和ダム堆積土砂（流動性の高いシルト） 
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試験池内のＭＨＳ排砂管部           排砂状況 
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土砂投入状況（排砂前） 

 

 

 

排砂後の地形 
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第1章 総説 

1.1 目的 

 
【解説】 

(1) ダム堆砂排除の意義 

ダム貯水池が流入土砂により埋没することは、利水・治水の機能を損なうばかりでなく、上流域

の河床上昇など新たな災害要因となることもある。また、レジャー需要の増加に伴い、水と緑にあ

ふれるアメニティー空間の整備が望まれる。 

このようにダム堆砂排除はダム貯水池の機能回復及び災害防止の観点のみではなく、良好な水辺

環境の整備につながり、社会的に意義があるのみでなく、現代の社会要請に合致したものとなる。 
 
(2) マニュアルのねらい 

本マニュアルはＭＨＳ排砂管工法によるダム堆砂の排除において、調査・設計・施工・運用・維

持管理までを技術的、経済的に最適な計画とするため、その手法を体系化しようとするものである。

本マニュアルではＭＨＳ排砂管工法の実施に関する調査から運用、維持管理までを対象とするが、

ＭＨＳ排砂管設置に関わる基礎の設計については対象外とする。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

1.2 用語の定義 

 
本マニュアルは、ダム貯水池の機能回復・向上を図るため、堆積土砂をＭＨＳ排砂管工法により排

砂しようとする場合に必要かつ重要な検討事項および検討手法を示すことにより、社会的・技術的に

合理的なダム堆砂排除の実施に資することを目的とする。 
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本マニュアルで使用する用語の解釈は次の通りとする。 

 
 

【解説】 

本マニュアルで使用する各種用語を説明し、用語の統一を図る。 
 
ＭＨＳ排砂管工法：マルチホールサクション排砂管工法の呼称。水位差を利用した主にダム湖内の堆

積土砂の排砂を目的とした排砂工法。 
補助システム  ：ＭＨＳ排砂管工法運用にあたり効率的な排砂を行うために設ける開閉制御装置 

と水噴装置を指す。 
開閉制御装置  ：ＭＨＳ排砂管工法の有効管長延長、ＭＨＳ排砂管のメンテナンスのために使用す

る吸砂口を開閉する装置。 
水噴装置    ：吸引促進を目的としてＭＨＳ排砂管に設置する高圧水の噴射装置。 
堆積土砂    ：上流から対象とする施設内に流入・堆積した土砂または集積した土砂。 
集砂      ：貯水池内に堆積した排除すべき土砂を各種浚渫・輸送またはＭＨＳ排砂管工法に

より堤体付近へ集積すること。 
障害物     ：排砂対象区域の水中、土中に隠れた流木・沈木、転石・玉石、ビニール片、缶・

ビン等の作業上効率低下をもたらすもの。 
湖外輸送    ：ダム湖に堆積した土砂をＭＨＳ排砂管により下流に還元すること。 
湖内輸送    ：時期的な制約や現地条件により湖外に排出が困難である場合、ダム湖内のあるエ

リアに集砂すること。 
有効管長    ：堆積土砂の排出が可能な範囲。 
機械動力    ：排砂に必要な水位差を確保できない場合に利用する動力。ここではサンドポン

プ・ポンプ浚渫船・エジェクターポンプ等を指す。 
ユニット    ：１本のＭＨＳ排砂管および土砂輸送部の基本構造単位。１ユニットのＭＨＳ排砂

管には通常３～５口の吸砂口が設けられ、それぞれに開閉制御装置・水噴装置を

付加する。ＭＨＳ排砂管を数ユニット並列に配置することにより吸砂エリアを面

的に拡大することが可能。 
設計排砂量   ：対象とする施設内に堆積し、排出するべき対象土量。 
排砂可能時間  ：下流域に排砂することが可能な時間。 
使用可能流量  ：下流域への影響を考慮した時間当り最大排出可能流量。 
輸送距離    ：ＭＨＳ排砂管および土砂輸送部を含む配管延長。 
施工      ：ＭＨＳ排砂管の設置工事を指す。 
運転      ：設置されたＭＨＳ排砂管の運用を指す。なお、運転には、堆積土砂を吸砂口から

吸引するPhaseと、吸引した土砂を管路輸送するPhaseの２つが含まれる。 
堆積限界流速  ：管内を流下する土粒子のうち管底に接している粒子層が摺動状態から堆積し始め

る時の流速。なお摺動状態とは、管底部の粒子層は流動し、上部の粒子は跳躍あ

るいは浮遊状態で輸送される状態。 
 デルタ肩    ：貯水位の変化が少ないダム貯水池の入り口には大量の土砂が堆積し、デルタを形

成する。デルタ肩とはこの土砂の堆積エリアを指す。 
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掘削方式 
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陸上施工 

水上施工 

バックホウ 

ブルドーザ 

バックホウ浚渫船 

グラブ浚渫船 

機械式 

水位差式 

ポンプ浚渫船 

水中サンドポンプ 

ＭＨＳ排砂管 

1.3 ＭＨＳ排砂管工法の概要 
 
ＭＨＳ排砂管工法は水圧吸引土砂排除システムの一つであり、ダムの貯水位と下流放流地点の水位

差を利用して貯水池内から堆積土砂をパイプによりダム下流側に排出するものである。 
 

 

【解説】 

(1) 代表的な堆積土砂の排除方法 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

図1.3.1 堆積土砂排除方法の分類 
 
ダム堆砂の排除方法は掘削方式と吸引方式に大別される。この中で掘削方式は各種バケットに 

より堆積土砂を掘削除去する方式で、障害物等の影響が少なく堆積土砂の確実な除去が可能である

が、濁りに対する対策が必要となる。 
それに対し吸引方式は各種ポンプ等により堆積土砂を吸引・輸送するため濁りの発生はほとんど

無いが、障害物等による影響が大きい。 
 
(2) ＭＨＳ排砂管工法 

ＭＨＳ排砂管工法は自然営力を利用し、ダム堆積土砂を下流に排出する工法である。排砂に要 
するエネルギーは本排砂管設置箇所と下流側の排砂箇所の水位差を利用するため基本的には機械動

力を必要としない。ただし、現地条件の制約によりダム下流側に排出できない場合等で水位差を確

保することが困難となる場合には、水位差によりエネルギーに相当する機械動力を使用する場合も

ある。ここで言う機械動力とはサンドポンプ・ポンプ浚渫船の浚渫ポンプ・エジェクターポンプな

どである。 
 
 
 
 
 

図1.3.2 ＭＨＳ排砂管工法イメージ 
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排砂管構造イメージ図 

ＭＨＳ排砂管は通常、高密度ポリエチレン管と鉄管で構成され、高密度ポリエチレン管の下部

に設けられた吸砂口から堆積土砂を吸引し、下流側へ排砂するものである。本排砂管は水噴装置・

開閉制御装置などの補助装置を付加し、有効管長の延長、吸砂エリアの範囲拡大を図ることが可

能である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図1.3.3 排砂管構造イメージ図 
 

(3) ＭＨＳ排砂管の配置及び吸砂口間隔 

ＭＨＳ排砂管の配置方法は､堆積土砂排除対象エリアの条件に応じて適切な配置計画を行う必要

がある。 
ＭＨＳ排砂管による排砂出来形は堆積土砂の水中安息角θ、堆積土厚 h、吸砂口ピッチにより決

定される。各吸砂口上部にできる円錐状の出来形の重なり等も考慮して、効率的な土砂排除が可能

となる配置とすることが望ましい。 

図1.3.4 排砂出来形の考え方 

土厚 h水中安息角 θ

2h/ｔａｎθ

排砂出来形

排砂出来形

2h/tanθ

ＭＨＳ排砂管

吸砂口水噴射
排砂

水
位
差

開閉装置

高圧水
（水噴用）

水面

堆積土砂

水噴射による安定的な吸入
・吸入口まわりの閉塞対策
・開閉装置の補助

注水による掃流力増加
・管内閉塞対策

吸水口
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ＭＨＳ排砂管を数ユニット配置する場合、ユニット同士の出来形の重なりについても考慮する

必要がある。 
また、各ユニットを独立させて排出を行う場合と、数ユニットのＭＨＳ排砂管を合流させて排

出を行う場合があり、排砂箇所の条件等を考慮して適切な配置の計画を行う。 

排出流量　Qout

ＭＨＳ排砂管延長　L(m)

排砂面積　A(m2)

排砂管

 
図1.3.5 独立排砂方式の配置例 

 

排砂管延長　L(m)

排砂管

バルブ

排出流量　Qout

 
図1.3.6(1) 合流排砂方式の配置例① 

 

排砂管延長　L(m)

排出流量　Qout

排砂管延長　L(m)

 
図1.3.6(2) 合流排砂方式の配置例② 
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排砂管延長　L(m)

合
流
管

排砂管延長　L(m)

合
流
管

排砂トンネル

 
図1.3.6(3) 合流排砂方式の配置例③ 

 
 
(4) ＭＨＳ排砂管による堆積土砂の排出パターン 

ＭＨＳ排砂管設置場所および排出場所の条件により排出のパターンを設定する。 
 
1)湖外への排出 

 

①バイパストンネルへ接続し排出 

土砂排除部分

ダム湖

土砂輸送部
土砂輸送部

バイパス
トンネル

ダム堆積土砂

ＭＨＳ排砂管

 
 

図1.3.7(1) 排出パターンの例(バイパストンネル～湖外への排出) 
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②ダム堤体の排砂ゲート等を利用し直下流へ排出 

ＭＨＳ排砂管

土砂排除部分

ダム湖

ダム堆積土砂

ダム 水中安息角

土砂輸送部

 
図1.3.7(2) 排出パターンの例(ダム堤体の排砂ゲート等～湖外への排出) 

 
2)湖内への排出（堤体近傍のデッドスペースへの排出） 

土砂排除部分

ダム湖

ダム堆積土砂

ダム 水中安息角

ＭＨＳ排砂管

 
図1.3.7(3) 排出パターンの例(湖内－堤体近傍のデッドスペース－への排出) 

 
 
(5) ＭＨＳ排砂管基本構成 

ＭＨＳ排砂管の１ユニットあたりの基本構成は次のとおりである。 
 

表1.3.1 ＭＨＳ排砂管基本構成（１ユニットあたり） 
名  称 規  格 備 考 

高耐圧ポリエチレン管 管径は設計により決定する  
鉄管 同上  

架台（水平部） Ｈ鋼を使用  
架台（鉛直部） 同上  
開閉装置  附帯設備 
水噴射装置  同上 
バルブ  同上 

各種計測装置 密度計、流量計等 監視、制御用 
  

なお、ＭＨＳ排砂管の配置形式が合流式の場合、上記基本構成に合流管が含まれる。 
 



 1-8

1.4 適用範囲（条件） 

1.4.1 ＭＨＳ排砂管工法適用場所 
 
ＭＨＳ排砂管工法が適用できる場所としては土砂の堆積が進行している、または今後土砂の堆積が

予測されるダム貯水池、および土砂の堆積により機能を著しく低下させる小規模施設等を適用範囲と

する。 
 

 

【解説】 

  ＭＨＳ排砂管は土砂の堆積により機能が著しく低下する恐れがあるダム湖、小規模施設等に適用可

能である。特にダム湖内の堆砂形状は、地形条件や上流に存在する崩壊域の面積、河床勾配、川幅、

流入土砂粒度、気象条件等によって様々であり、各々のダムによって適用範囲は異なる。適用範囲の

検討は、現状の堆砂形状を評価することが重要であるが、堆砂形状の将来予測を行うことも必要であ

る。ダム運用100年後に治水・利水容量内に堆積する土砂量や、治水・利水機能への影響度合いを把

握した後、個々のダム水源地に最適なＭＨＳ排砂管の設置位置を決める必要がある。 

 具体的な適用場所として、ダム湖においてはデルタ肩及びダム堤体上流側周辺、取水口周辺が考 

えられる。また、小規模施設としては沈砂池や調整池などが考えられる。 

   
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  
図1.4.1 ダム湖内におけるＭＨＳ排砂管の適用場所 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図1.4.2 小規模施設におけるＭＨＳ排砂管の適用場所 
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1.4.2 排砂場所 
 
ＭＨＳ排砂管工法により吸引した土砂は、貯水池運用への悪影響が及ばず、かつ周辺環境へ与える

影響がなく付加価値を得られる場所を排砂場所として選定し、排砂する。 
 

 
【解説】 
ＭＨＳ排砂管により吸引した土砂は基本的に下流域に還元することが望ましい。ただし、物理的条

件、貯水池運用条件、周辺環境条件により困難である場合には堤体近傍のデッドスペースや中継槽な

どの土砂集積場所に排出する。 
 

1.4.3 ＭＨＳ排砂管設置に適した水位差について 
 
ＭＨＳ排砂管を設置には、土砂の管路輸送の面から、対象となる土砂の堆積限界流速を確保できる

水位差が必要である。水位差が確保できない場合は、ＭＨＳ排砂管の補助動力として機械動力を使用

する場合もある。 
 

 

【解説】 

  ＭＨＳ排砂管の吸引方法は、自然営力を利用した方法としての水位差式と、ＭＨＳ排砂管の補助動

力として機械動力を使用した方法（サンドポンプ式・ポンプ船式・エジェクター式など）がある。 
ＭＨＳ排砂管を設置する場合には、除去しようとする土砂の堆積限界流速を室内実験あるいは既往

の研究成果などから把握し、実施工の際に排出口側との水位差が確保できるかをあらかじめ確認する。

なお、水位については容易に調整が可能であればよいが、できない場合つまり水位差を確保すること

が困難な場合には機械動力を使用した方法が望ましい。 
 

1.4.4 適用可能な土質 
 
ＭＨＳ排砂管を使用した堆積土砂除去に適すると思われる土質は、現時点では次の種類が挙げられ

る。ただし、基本的には除去対象土砂の性状確認と室内実験などによる排砂可否の確認が望ましい。 

・ 砂質土（概ね排砂可能） 

シルト質土（堆積後、あまり時間の経過していない流動性の高い土砂なら排砂可能） 
 

 
【解説】 

堆積土砂の除去に適している土質は、砂質土であれば概ね排砂は可能であるが、シルト質土、特に

湖内に堆積してから時間がかなり経過しているような土砂（流動性の低い土砂）については性状確認

および室内実験により吸引可能かどうかを確認することが望ましい。 
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1.4.5 適用可能な土厚 
 
ＭＨＳ排砂管使用に適した土厚（排砂管埋設後）は対象土砂の性状により異なる。対処土砂の性状

にあわせ適当な土厚を設定する。 
 

 

【解説】 

除去対象となる土砂については、詳細設計を行う前に室内実験などにより最適な土厚を把握してお

くことが望ましい。 

 これまでの実験結果から、 

・ 砂質土の場合：最大土厚5ｍ程度まで排砂可能、 

・ シルト質土(流動性が高い)の場合：最大土厚2～3ｍ程度まで排砂可能、 

であると推定される。 

 
1.4.6 排砂時期 

 
土砂の排砂時期として次の項目が挙げられる。 

(1)排砂に必要な水位差を確保できる時期 

(2)洪水期 

(3)平常時 
 

 
【解説】 

(1) 排砂に必要な水位差を確保できる時期 

ＭＨＳ排砂管による堆積土砂の排砂については､湖外への排砂、湖内への排砂（集砂）いずれの

場合にも排砂に必要な水位差を確保できる時期（除去対象場所の管理者との協議が必要）に実施す

ることを基本とする。 

 

(2) 洪水期 

管理者との協議結果および運用にあたり洪水期でしか排出ができない場合 
 
(3) 平常時 

湖内での土砂移動でＭＨＳ排砂管の補助として機械動力を用いる場合 
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1.4.7 補助システム 
 
ＭＨＳ排砂管を設置、運用するにあたり、現場条件および除去対象土砂の性状によっては次の補助

システムを設置する場合がある。 

(1)水噴装置 

(2)開閉制御装置 
 

 
【解説】 

(1) 水噴装置 

ＭＨＳ排砂管の吸入促進（浸透破壊の促進）対策として吸砂口への高圧水噴射を行う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
        

図1.4.3 水噴装置のイメージ図と水墳状況 
 
(2) 開閉制御装置 

開閉制御装置は、ＭＨＳ排砂管の有効管長延長のためや、ＭＨＳ排砂管のメンテナンスのため（非

排砂時に管内へ土砂が流入するのを防止する、排砂終了後の管内洗浄のための清水流下など）に使

用される。 
図1.4.4に開閉制御装置を示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図1.4.4  開閉制御装置 
 

浸透破壊の促進浸透破壊の促進
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第2章 調査編 

2.1 調査計画の考え方 
 
ＭＨＳ排砂管工法の計画にあたり事前に対象施設の諸元、貯水池の運用条件、施設周辺の水象・地

象、道路条件、環境規制値を必要に応じて調査する。 
 

 

【解説】 
ＭＨＳ排砂管工法による堆砂排除計画の作成に必要な調査項目には、障害物の程度の確認など見落

としがちな項目や、堆積状況などの項目もあり、調査内容全体を視野に入れた系統的に整理された調

査計画を作成する。 
  また、対象となるダム貯水池や調整池などの諸元や周辺の気象などの基本的事項、堆積土砂の性状

や除去土量など堆積土砂に関する調査そしてＭＨＳ排砂管を設置する地盤の支持力などの調査があ

る。これらの調査はＭＨＳ排砂管の設計・施工・運転に欠かせないものであることから十分な調査計

画をたてて調査を行なう。 
 
2.2 調査項目 

2.2.1 基本事項調査 
 
ＭＨＳ排砂管工法の計画の検討に必要な基本的事項について、十分な資料の収集・整理を行う。 
 

 

【解説】 
  基本的事項には対象施設の諸元、運用条件、水象・地象、環境規制値、周辺道路状況などがあり、

必要に応じてこれらの資料を収集・整理しておく。 
  ダム湖を例として、調査項目、用途・目的、重要度を表2.2.1に示す。 
  なお、小規模施設が対象の場合、施設ごとの条件を考慮して調査項目を設定する。 
 

表2.2.1 調査項目、調査事項、目的、重要度（基本的事項） 
調査項目 調査事項 目    的 重要度※) 

ダム堤体・貯水池の

諸元 
ダム天端標高、貯水容量、 
貯水池水深、設計水位 

排砂エリア、使用可能水位差の設定および

ＭＨＳ排砂管の配置計画、輸送距離の設定 
◎ 

ダム運用条件 貯水位記録、貯水池運用計画 同上 ◎ 
ダム周辺水象 洪水、出水記録 排砂可能時間・流量の設定 ◎ 
ダム周辺地象 地形図、地質図 ＭＨＳ排砂管の配置計画策定 ◎ 
環境規制値 下流域を含む環境規制値 排出濃度の設定 ◎ 
※）◎：必須調査項目 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

2-1 
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2.2.2 堆積土砂に関する調査 
 
ＭＨＳ排砂管工法の計画において必要となる以下の項目について調査を実施する。 

(1)堆積土砂の性状 

(2)堆積形状 

(3)沈木等の障害物の有無・分布 
 

 

【解説】 
  ＭＨＳ排砂管は対象土砂の性状、土厚により吸引・排砂能力が異なる。また、対象土砂に障害物が

含まれる場合は吸砂口および排砂管の閉塞の原因となる可能性が高い。その為、ＭＨＳ排砂管の設計

に先立ち堆積土砂の性状、堆積形状及び障害物の有無について調査を実施し、適切な計画を策定する。

調査項目、用途・目的、重要度を表2.2.2に示す。 
 

表2.2.2 調査項目、調査事項、目的、重要度（堆積土砂に関する事項） 
調査項目 調査事項 目    的 重要度※) 

堆積形状・土砂量 縦断面図・横断面図 ＭＨＳ排砂管基本能力の推定 ◎ 
堆積土砂の性状 物理・力学・原位置試験 ＭＨＳ排砂管基本能力の推定 ◎ 
障害物 障害物の有無・規模・種類 事前除去の必要性の有無 ○ 
※）◎：必須調査項目 
○：必要に応じて実施する調査項目 

 
(1) 堆積土砂の性状 
堆積土砂の性状調査には物理試験、力学試験、原位置試験、その他の試験があり、必要に応じて

各種試験を実施する。 
表2.2.3 堆積土砂調査 

物理試験 力学試験 原位置試験 

調査項目 重要度 調査項目 重要度 調査項目 重要度 
土粒子密度 ◎ 一軸圧縮試験 ○ ボーリング試験 ◎ 
含水比 ○ 圧密試験 ○   
間隙比 ○     
粒度分布 ◎     
※）◎：必須調査項目 

        ○：必要に応じて実施する調査項目 
 

(2) 堆砂形状 
貯水池内の堆積土砂の横断・縦断形状は土量算出の基礎となるとともに、堆積土厚についてはＭ

ＨＳ排砂管の排砂能力、堆積平面形状についてはＭＨＳ排砂管の規模・配置等の計画に大きく影響

するものである。 
ＭＨＳ排砂管工法により吸引・排砂する土砂はＭＨＳ排砂管の上部に堆積した土砂であり、堆砂

形状の経年変化を正確に把握し、流入土砂量を把握することにより適切なＭＨＳ排砂管の計画が可

能となる。 
ただし、各種浚渫工法により浚渫・掘削した土砂を集砂し、ＭＨＳ排砂管により排砂する場合に

は堆砂形状は堆積土厚および平面形状は集砂エリアの設定により決まるため、ＭＨＳ排砂管の計画

に影響しないが、浚渫・掘削工法の選定において重要な項目である。 

2-2 
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(3) 沈木等の障害物の有無・分布 

ＭＨＳ排砂管工法の運用に影響を与える障害物としては流木・沈木、転石・玉石、ビニール片等

種々にわたる。 

   障害物の確認方法は試掘が有効である。浚渫船あるいは水位低下期に陸上掘削機械により浚渫・

掘削し、堆積土砂に含まれる障害物の種類・量を推定するものである。 
   その他、超音波、水中テレビカメラ、潜水士による探査等の方法もあるが、いずれも水底面に露

出したものに限り有効で、埋没した障害物に対しては不向きである。  
 
2.2.3 その他の調査 

 
基本的事項および堆積土砂に関する事項の調査の他にＭＨＳ排砂管の設置に関する調査を行う。 

調査項目としては 

(1)周辺道路状況 

(2)地盤支持力（支持層の確認） 

 が挙げられる。 

 

2.2.4 堆積土砂に関する調査 
 
基本的事項および堆積土砂に関する事項の調査の他に、以下に示す項目についてＭＨＳ排砂管の設

置に関する調査を行う。 

(1)周辺道路状況 

(2)地盤支持力（支持層の確認） 
 

 

【解説】 

(1) 周辺道路状況 

周辺道路状況においては材料等の搬入に支障のない道路運用計画を立案するために、周辺の道路

網、交通量などを調査する。 
 

(2) 地盤支持力（支持層の確認） 

ＭＨＳ排砂管の設置における安定性、耐久性を左右するため、支持地盤の調査は入念に行い、設

置箇所の地盤支持力、地盤状況を調査する。 
 

表2.2.4 調査項目、調査事項、目的、重要度（その他の事項） 
調査項目 調査事項 目    的 重要度※) 

道路状況 周辺道路網、規格、交通量 ＭＨＳ排砂管資材運搬条件の決定 ◎ 
地盤支持力 柱状図 ＭＨＳ排砂管設置方法・設置用資材の決定 ◎ 
※）◎：必須調査項目 
 
 
 
 
 
 
 
 

2-3 
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2.3 計画条件の設定 
 
主に基本事項の整理と堆積土砂に関する調査から、以下の事項について計画条件を設定する。 

(1)排除対象範囲と土量及び土性 

(2)水位条件 

(3)排砂可能期間 

(4)環境条件 
 

 

【解説】 
(1) 排砂対象範囲と土量及び土性 

各調査の結果から、対象とする堆砂排除範囲を適正に設定する。その際にＭＨＳ排砂管工法が適

用できる場所（デルタ肩およびダム堤体周辺、取水口周辺、小規模の沈砂池や調整池）、排除対象

となる対象土砂の排出量、粒度、粒度以外の土質条件から条件を設定する。 
 
(2) 水位条件 

ＭＨＳ排砂管は動力を用いず自然営力を利用するため、対象となる土砂の堆積限界流速を確保で

きる水位差を洪水時制限水位や最低水位を基に設定する必要がある。必要な水位差が得られない場

合には、機械動力を用いた吸引方法の設定が必要となる。 
 
(3) 排砂可能期間 

ＭＨＳ排砂管による堆積土砂の排砂については、(2)の条件も鑑み、必要な水位差を確保できる

時期（洪水期）を基本として設定する。その際、年間洪水回数および年間洪水時間から適正に排砂

可能期間を設定する。 
 
(4) 環境条件 

堆積土砂排砂にあたり、下流域（排出先）の環境規制値、水質類型等の環境基準、およびこれら

に類する法規制や指針、施行令を確認・整理しておく必要がある。 
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第3章 設計編 

3.1 設計の基本的考え方 
  
ＭＨＳ排砂管工法は、水位差を利用して土砂を吸引し、管路輸送するものであり、設計については

以下の２つの設計に大別される。 
 
(1)ＭＨＳ排砂管１ユニット（単独管）の設計 

(2)最適平面配置の検討 

 

【解説】 

ＭＨＳ排砂管工法の設計は、このマニュアルに記述する方法により設計することを基本とする。 
ＭＨＳ排砂管の標準的な設計は、図3.1.1に示すフローに従って実施する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図3.1.1 設計フロー 

S T A R T

設計条件の設定

水理モデルによる検討

概略の排砂管規模の推定

各種損失の設定

排砂管諸元の設定

有効管長の判定

１ユニットの排砂能力の算出
（排砂量、排出流量、排砂時間）

必要ユニット数＞１

E N D

　最適平面配置の検討
　　①　バルブ制御および合流管方式（面的拡大）
　　②　開閉制御（管延長方向への線的拡大）

排砂能力の判定
①　総排砂量量＞設計排砂量
②　総排出流量＜使用可能流量
③　総排砂時間＜排砂可能時間

ＹＥＳ

ＮＯ

最適平面配置を
見直しても排砂能力
を満たさない場合は
排砂管条件を見直す

ＭＨＳ排砂管１ユニット（単独管）の設計

最適平面配置の検討

ＹＥＳ

ＮＯ
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3.2 設計条件 
 
ＭＨＳ排砂管の設計に際しては、以下に示す条件が必要となる。 
(1)排砂エリア 

(2)排砂対象土砂（土質、粒度分布、水中安息角、堆積土厚） 

(3)設計排砂量 

(4)排砂可能時間 

(5)使用可能流量 

(6)排砂濃度 

(7)水位差 

(8)輸送距離 

 

【解説】 

設計条件の設定は、排砂機能の確保、経済性、下流環境等に重要な影響を与えるため、慎重に行

うべきである。 
 

(1) 排砂エリア 

排砂エリアとは、土砂が堆積している、若しくはこれから堆積すると予測されるエリアで、Ｍ

ＨＳ排砂管を設置する必要があるエリアのことであり、ＭＨＳ排砂管の設置可能本数や配置等を

決定するために、必要とされる条件である。 
「1.4.1 ＭＨＳ排砂管工法適用場所」参照 
 

(2) 排砂対象土砂 

1)土質 

ＭＨＳ排砂管工法の土砂の吸引の可否は、排砂対象土砂の土質によるため、本工法の適用性

を検討する場合には、排砂対象土砂の土質を充分に把握する必要がある。各土質に対するＭＨ

Ｓ排砂管の土砂吸引の可否に関して得られた今までの知見は以下の通りである。 
・砂質土：土厚がある程度厚くても吸引は可能と考えられる。ただし、土厚が厚くなる 

ほど排砂時間が長くなる。 

・シルト：圧密が進行していない流動性の高いシルトはある程度の土厚まで吸引可能。 
ただし、圧密が進行した場合、吸砂口周辺もしくは上部しか吸引しない、 
あるいは吸引不可能となる可能性が高い。 

・粘 土：今のところ実験等でも未確認であるが、吸引は不可能とする。 
 
2)粒度分布 

粒度分布から求められる平均粒径 d50 は、ＭＨＳ排砂管を設計する上で、最も重要なパラメ

ータであるので、設計する際には、排砂対象土砂の粒度分布を把握しておくことが必要となる。 

粒度分布および平均粒径 d50が関係する、設計に必要なパラメータは以下の通りである。 

 ・土質 
 ・水中安息角 
 ・見掛けの排砂濃度 
 ・Kazanskijの係数FrXJ

1.5 

 ・限界流速 
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3)水中安息角 

出来形、排砂量等を推定するための重要なパラメータであるため、十分に検討を重ねて設定

する必要がある。 

水中安息角は、試験の結果に基づいて決定するのが望ましいが、概略検討の際や試験の実施

が難しい場合には、図3.2.1（平均粒径 d50と水中安息角の関係）を参考に推定してもよい。 

 

図3.2.1 安息角と平均粒径との関係（河村、1982） 

 
4)堆積土厚 

堆積土厚は水理モデルによる検討の際に必要となるパラメータであり、排砂時までに管の上

に堆積した土砂を排除するという考えの元では、土厚を設定する必要がある。 

堆積土厚の設定方法は、「3.4.1(1) 概略の施設規模の推定」で詳述するが、今までの検討

および知見から、ＭＨＳ排砂管で吸引可能と考えられる土厚として2～5(m)程度で設定する。 

なお、土厚と水中安息角が設定されると、吸砂口１箇所の出来形体積（円錐状）が以下のよ

うに計算される。ただし、吸砂口の間隔が狭く排砂出来形が重なり合うときは、重なった部分

を控除して計算する。 

吸砂口１箇所の排砂出来形体積＝   3/tan/ 2 hh         （3.2.1） 

 
図3.2.2 吸砂口１箇所の排砂出来形体積 

排砂出来形 

排砂出来形 

水中安息角 

     φ 
土厚 h 

2h/tanφ 

2h/tanφ 

MHS排砂管 吸砂口 

【断面図】 【平面図】 

MHS排砂管 吸砂口 
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(3) 設計排砂量 

設計排砂量は、貯水池等への土砂の年間流入量や、排出先である下流環境への影響等を考慮し

て決定される。 
 

(4) 排砂可能時間 

ＭＨＳ排砂管工法が適用される場所は、様々な制約条件により、排出時間に制限があるのが通

常である。 
例えば、ダム貯水池の場合には、濁水の放流は洪水時に限られているので、ＭＨＳ排砂管から

の排砂は洪水時間以内で行うことになる。この場合、排砂可能時間は、過去の洪水実績を基に今

後の洪水時間を予測し、その他の制約条件を考慮して設定する。 
 
(5) 使用可能流量 

使用可能流量は、ＭＨＳ排砂管からの排出流量が制限される場合（例えば、ダム等で最大放流

量が規制されている場合、または流量が大きいと下流環境に影響を及ぼす恐れがある場合等）に

設定される。 
 

(6) 排砂濃度 

今までの知見から真体積濃度（管内の土砂濃度）で以下の値程度になることが分かっており、

概略検討の際には、以下の値を用いて設計してもよい。 

・砂質土：2～5(％) 

・粘性土：5～7(％) 

詳細検討の際には、模型実験等の結果に基づいて決定するのが望ましい。 

また、見掛けの濃度は、平均粒径 d50を用いる次式により設定するものとする。 

 
真の排出濃度 Ctと見掛け濃度 Cmの関係は、完全に飽和していると仮定すると次式となる。 

 
Cm＝(1+e) Ct                 (3.2.2) 

 
  ここで、e：間隙比である。各ダムにおける堆積土砂の間隙比を測定するのは難しいため、図3.2.3

に示す櫻井ら(2003)の検討結果を参考に、平均的なダム堆積土砂に対する中央粒径 d50 と間隙率

λの関係を用いて間隙比 eを評価する． 
 

03.35)ln(244.7 50  d             (3.2.3) 

 

)1/(  e                (3.2.4) 
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図3.2.3 中央粒径と間隙率の関係（櫻井ら、2003） 

 
(7) 水位差 

ＭＨＳ排砂管運用時の貯水池等の水位と排出先標高との差を水位差とする。 

 

1)貯水池等水位 

ＭＨＳ排砂管稼働時の水位。 

ダム貯水池の場合、例えば洪水時の運用を考える場合、洪水時制限水位や最低水位を用いる

ことが考えられる。 

 

2)排出先標高 

排出先が水中の場合は、その周辺の平均的な水面の標高とする。 

気中排出の場合はＭＨＳ排砂管の排出口の標高とし、管中心位置の標高とする。 

 

 

図3.2.4 水位差およびＭＨＳ排砂管設置イメージ 

 

(8) 輸送距離 

土砂輸送部は、排出先や排砂エリアなどの諸条件を考慮して、例えば数ユニットのＭＨＳ排砂

管を合流させる場合など、ＭＨＳ排砂管の配置計画や排出パターンによって変化するものである

が、基本的には、摩擦による損失が小さくなるように、なるべく管路を短くするように設定する。 

土砂吸引 

土砂排除部分 

ダム湖 

水中安息角 

ダム堆積土砂 

ダム 

水 

位 

差 
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3.3 管材料 
 
ＭＨＳ排砂管の材料は、鋼管を基本とする。ただし、耐摩耗を考慮する場合は高密度ポリエチレン

管を使用する。 

 

【解説】 

管材料の設定は、材料により摩擦による損失が異なり、排砂能力に影響する。美和現地実証実験

では、鋼管を基本とし、吸砂口付近の開閉装置部分のみ高密度ポリエチレン管を使用した。 
なお、管材料の諸元は管材料メーカーなどに確認することを基本とするが、以下の諸元（表3.3.1

および表3.3.2）を参考にしてもよい。 

 
 

表3.3.1 一般構造用炭素鋼鋼管の断面性能表および寸法重量表 
 外径 

D 
 (mm) 

 肉厚 

t 
 (mm) 

単位重量 

w 
 (kg/m) 

断面二次ﾓｰﾒﾝﾄ 

I 
    (cm4) 

断面係数 

Z 
  (cm3) 

備考 

 

（内径） 

 216.3  5.8   30.1   213×10   197 φ204.7 

 318.5  6.9   53.0   820×10   515 φ304.7 

 457.2  7.9   87.5   281×102 123×10 φ441.4 

 609.6  7.9  117.2   676×102 222×10 φ593.8 

 812.8  9.5  188.0   193×103 476×10 φ793.8 

                ・粗度係数は、n=0.012～0.013。 
                ・E=2.1×106（kgf/cm2） 
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表3.3.2 高耐圧ポリエチレン管の断面性能表および寸法重量表 

※ ・粗度係数は、n=0.010。 
 ・内径200(mm)については、R120、F120対応。（管剛性SR=120(kN/m2)） 

 ・管重量は呼び径200(mm)と呼び径300(mm)～800(mm)の場合、それぞれ１本の管長 

  4.0mと5.0mに対する重量。 

 ・E=980(kN/mm2) 
 ・許容たわみ率 va=5(％) 

 ・許容曲げ応力 σa=σc／F (N/mm2) (σc:引張降伏応力(27 N/mm
2)、F:安全率(基準:2) 

 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                      R30、F30  管剛性SR=30(kN/m2) 

呼び径 

(内径) 

D 
(mm) 

換算肉厚 

 

t 
(mm) 

平均半径 

 

rm 
(mm) 

管重量 

 

w 
(kg/本) 

断面二次 

モーメント 

I 
(mm4) 

断面係数 

 

Z 
(mm3) 

管タイプ 

 

L 
(m) 

 200   12.1  106.0  30(R形), 40(F形)   145.8 0.04098 4,3,2,1 

 300   11.2  156.0  50(R形), 65(F形)   115.2 0.04783 

 400   14.9  207.0  65(R形),105(F形)   273.0 0.02703 

 600   22.3  311.0 125(R形),230(F形)   921.4 0.01207 

 800   29.8  415.0 215(R形),360(F形)  2184.1 0.00676 

 

5,4,3,2,1 

 

  



 3-8 

3.4 ＭＨＳ排砂管の設計 

3.4.1 水理モデルによる1ユニットの有効管長計算 
 
設計条件から、ＭＨＳ排砂管の基本構造単位である１ユニットの排砂能力を、水理モデルを用いた

計算により推定し、適切な有効管長を設定する。 

 

【解説】 

水理モデルによる計算に用いる条件の設定は、ＭＨＳ排砂管の排砂能力に大きな影響を与えるた

め、慎重に設定する必要がある。 
 
(1) 概略の排砂管規模の推定 

排砂出来形（円錐）が重ならない程度の吸砂口間隔を設定し、設計排砂量を満足するためには

どの程度の施設規模になるかを予め把握し、検討条件範囲を決める参考とする。 
   １吸砂口の排砂量が分かれば、１ユニットのＭＨＳ排砂管の有効管長は今までの知見から概ね

３～５口程度であるから、概ね１ユニットの排砂量が分かる。１ユニットの排砂量から設計排砂

量を満たすのに何ユニットが必要かを求め、排砂エリアへの配置条件から、現実的なユニット数

となるかを検討する。この検討から概ねの排砂エリア、排砂管ユニット数、土厚を設定すること

ができる。 
 

(2) １ユニットの設計 

   各種損失、排砂管諸元を入力条件とし、ＭＨＳ排砂管の基本構成ユニット（１ユニット、土砂

輸送部含む）を水理計算プログラムにより設計する。水理モデルによる計算から、管内の圧力分

布、流速分布等を算出し、限界流速との比較から有効管長を設定する。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図3.4.1 水理モデルの計算結果の一例（岡野ら、2004） 
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1)管径 

今までの検討からφ200～φ600程度の中で設定する。 

（φ300とφ600を採用した設計積算例あり） 

 

2)吸砂口諸元 

    径 d：今までの知見から、管径 Dに対して面積が1/5になる径 dとする。 
 

        d=（D2/5）0.5                      (3.4.1) 

 

間隔 x：排砂出来形の径 Rに対して、x=R（出来形が重ならない）、R/2、R/3、･･･などで 
設定し、有効管長が長くなる条件（排砂量が多くなる条件）を採用する。 

数 k：初期は k =3～5程度で設定し、最終的には有効管長となる吸砂口数で設定する 
 

3)管路延長 

土砂輸送部＋ＭＨＳ排砂管部（土砂吸引部＋縦配管部）とする。土砂吸引部の設定は、なる

べく管路を短くなるように考える。 

ＭＨＳ排砂管部は、過去の検討例などを参考に設定する。参考例などがない場合には、例え

ば図3.4.2に示すように設定する考え方もある。 

 

ＭＨＳ排砂管部＝(x/2)＋(k-1)×x＋(2～3m)＋（土厚：1.0～1.5m程度）  (3.4.2) 
 

ここに、xは吸砂口間隔(m)、kは吸砂口数である。 
なお、水理モデルによる検討を行う際には、最も管路延長が長くなるものに対してのみ検討

すればよい。 

 

図3.4.2 土砂輸送部およびＭＨＳ排砂管部イメージ 

 

4)管の粗度 

管材料により、水理公式集等や「3.3 管材料」などを参考に設定する。 

【参考値】 

鋼管        ：0.012～0.013程度 

高密度ポリエチレン管：0.010程度 

 

 

 

土砂排除部分 

ダム湖 

ダム堆積土砂 

ダム 

土砂輸送部 

MHS排砂管部 

(4-1)×間隔x 間隔x/2 2～3m 

土厚 

1～1.5m 

水面から1.5～2m以上 
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    なお、粗度係数 nから次式を用いて摩擦係数 fを評価する。 

3/1

28
R
gnf                       (3.4.3) 

 
表3.4.1 Manningの粗度係数 n（水理公式集より） 

材料 nの範囲 

鋼製型枠を使用して施工した良好なコンクリート巻立水路 0.011～0.014 

普通のコンクリート巻立水路 0.012～0.016 

敷だけコンクリートを打った無巻トンネル 0.020～0.030 

全断面無巻トンネル 0.030～0.040 

溶接鋼管 0.010～0.014 

リベット接合鋼管 0.013～0.017 

 
 

5)排砂濃度 

    「3.3(6) 排砂濃度」を参照 
 

6)Kazanskijの係数 FrXJ
 1.5 

排砂時の摩擦係数の割増を、Kazanskijによる土砂の粒度分布を考慮した圧力損失式を用い

て行う。 

Kazanskijの圧力損失式：   5.05.132/1180 XJFrVD          (3.4.4) 

 

ここに，           で，       は土粒子の粒径 djとその沈降速度 wjに

よるフルード数(下表)，Xnは各粒径 djの百分率，D：管径，V：管内流速である。 
 

表 3.4.2 粒径 dと FrXJとの関係 

d(mm) 0.06-0.10 0.10-0.25 0.25-0.50 0.50-1.00 1-2 2-3 3-5 5-10 >10 

FrXJ
 1.5 0.020 0.098 0.404 0.755 1.155 1.50 1.77 1.94 2.00 

 

【参考】 

美和の堆積土砂の場合 

     ウォッシュロード（d50=0.01(mm)程度）：FrXJ
1.5=0.1程度 

    現地実験使用土砂（d50=0.10(mm)程度）：FrXJ
1.5=0.5程度 

     ８号硅砂の場合（d50=0.07(mm)程度） ：FrXJ
1.5=0.02～0.03程度 

 

注）50％通過粒径では８号硅砂の方がウォッシュロードより大きいが、８号硅砂の方

が粒度が均一なため FrXJは小さくなる。粒度分布が不明の場合は、代表粒径に対

する値を用いる。 

 

 

 

 

100/)()( 5.15.1
nXJXJ XFrFr  jjXJ gdwFr /
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7)堆積限界流速 

    Durandの式を使って評価する。 

)1(2  sgDFV Lc                                 (3.4.5) 

ただし、FL：限界流速係数、g：重力加速度、D：管径、s：土粒子比重、である。 
 

 

 

 

図3.4.3 Durand式中の係数 F（河野、1964） 
 

ただし、算出できる濃度は、図中に記載されている2％、3.5％(推定)、5％、7％(推定)、10％、

15％の６ケースだけである。この濃度範囲内であれば内挿して評価できるが、外挿範囲（特に2％

以下）については誤差が大きくなると考えられ、現時点では設定可能な最低濃度を２％と考える。 

 

8)流入係数 

流入係数は、水理学的には吸砂口の入口損失であり、堆積土砂の状況などによって変化する。 

清水時：kc=0.8～0.9（道上ら（1986）による） 

排砂時：流動性の高いシルト質土に対しては0.5～0.6程度（美和ダム実証実験結果より） 

砂質土については、0.6（高濃度）～0.7（低濃度）程度で設定すればよい。 

【参考】高濃度（10％程度）、低濃度（2％程度） 

 

9)吸砂口内における運動量拡散による吸引圧損係数 

現在の水理計算プログラムでは、今までの室内排砂実験および美和ダムの実証実験の結果か

らモデル化した式・係数で評価している。検討では、特に変更しないでそのまま用いる。 

 

10)その他の損失 

上記以外の損失について以下のものが考えられる。これらは、適宜、水理公式集などを参考

に設定する。なお、バルブ、計測器取付け部など損失は、今までの検討では考慮していない。 

・上流側の吸水口の入り口損失 

・排出口の出口損失 

・管屈曲部の曲がり損失 

・バルブ、計測器取付け部などの損失 
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11)有効管長の判定 

ＭＨＳ排砂管では上流に向かって管内流速が指数的に減少するため、上流側では管内流速が

堆積限界流速を下回る部分が生じる。この管内流速が堆積限界流速以上となる範囲が有効管長

であり、この範囲がなるべく広くなるように管径や吸砂口の条件を設定する。 

なお、流動性の高いシルト質土の場合、美和ダムの実証実験の結果から各吸砂口からの吸引

土砂量が推定可能であったため、各吸砂口区間毎の土砂濃度に応じて区間毎の堆積限界流速を

評価できる。この考え方を採用すると、上記の考え方より若干有効管長が長くなることになる。 

 

今までの限界流速の考え方

濃度C 濃度C 濃度C 濃度C＝０

Cを考慮した限界流速の考え方

流速
(m/s)

 
図3.4.4 濃度変化を考慮した有効管長の考え方 

 

   ただし、排砂濃度を2(％)と設定する場合（砂質土など）では、2(％)以下の限界流速を設定で

きないため、以下のどちらかの考え方で設定する。 

① 最下流側の管内流速 ＞ 限界流速 

② 管内流速の最低値  ＞ 限界流速 
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3.4.2 最適平面配置の検討 
 
設計されたＭＨＳ排砂管の１ユニットを、以下に示す２種類の方法を用いて、設計排砂量、排砂可

能時間、使用可能流量を同時に満たす配置レイアウトを検討する。 
 
(1)バルブ制御および合流管方式による排砂範囲の拡大（面的拡大） 

(2)開閉制御による管延長方向への排砂範囲の拡大（線的拡大） 

 

【解説】 
(1) バルブ制御および合流管方式による排砂範囲の拡大（面的拡大） 

１ユニットのＭＨＳ排砂管で排砂可能となるエリアは、土砂堆積厚と水中安息角により決まる

ため、排砂対象とするエリアが広い場合、あるいは設計排砂量が多い場合には、複数ユニットの

ＭＨＳ排砂管を設置する必要がある。しかし、排砂計画において、排砂管からの排出流量に制限

がある場合もあるため、全ての管から同時に排砂できないことも想定される。このような場合に

は、バルブ制御あるいは合流管を用い、全てを同時に排砂させることなく、計画流量以下で排砂

することが必要となる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図3.4.5(1) バルブ制御および合流管方式の配置レイアウト例 

排出流量　Qout

ＭＨＳ排砂管延長　L(m)

排砂面積　A(m2)

排砂管

排砂管延長　L(m)

排砂管

バルブ

排出流量　Qout

バルブ制御の例① 

バルブなし 
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図3.4.5(2) バルブ制御および合流管方式の配置レイアウト例 

 
 
 
 
 

排砂管延長　L(m)

合

流

管

排砂管延長　L(m)

合

流

管

排砂トンネル

排砂管延長　L(m)

排出流量　Qout

排砂管延長　L(m)

バルブ制御の例② 

合流管の例 
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(2) 開閉制御による管延長方向への排砂範囲の拡大（線的拡大） 

有効管長以上に配管しても、吸引できないか、または管内閉塞する可能性がある。延長を有効

管長以上に延ばす場合には、吸砂口に開閉装置を設けることによって、排砂範囲を管延長方向に

拡大することが可能である。 
 

開閉装置なし

有効管長

堆積限界流速

吸水

排出

管
内
流
速

開閉装置あり

有効管長

堆積限界流速

吸水

排出

管
内
流
速

吸砂口を閉じる

有効管長

堆積限界流速

吸水

排出

管
内
流
速

吸砂口を閉じる

Phase 1

Phase 2

 
図3.4.6 開閉制御による管延長方向への排砂範囲拡大のイメージ 
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4) 河野(1964)：排砂管に関する小川式とDurand式の比較および小川式の吟味、作業船、Vol.34、

pp.18-25． 
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4.1.3 汚濁防止対策工 
 
浚渫、床堀等により汚濁が発生する恐れのある場合は、対策工法を検討し汚濁の防止に努める。 
 

 
【解説】 

浚渫工事における汚濁の発生状況は土質・浚渫方法、現場状況などによって大きく左右されるが、

通常は厚いシルト層をグラブにて浚渫するとき、特に流れがない場合は作業区域に集中して長時間

にわたり濁りが発生する。また、この濁りはゆっくりと周辺に広がって行く。風が強い場合や流れ

が速い場合は、風下や流れに沿って、しかも短時間で濁りが帯状に広がって行く。 
ポンプ浚渫における浚渫区域での濁りについては、湖水および土砂と同時に濁水も排砂管に吸い

込まれるので濁りの発生は比較的少ない。 
 

4.1.4 基礎床堀 
 
基礎床堀には、ポンプ浚渫船、グラブ浚渫船、バケット浚渫船、ディッパー船などの浚渫船が用い

られるが、ポンプ浚渫船とグラブ浚渫船が主力となっている。 
 

 
【解説】 
(1) 基礎床堀 

基礎床堀は、ＭＨＳ排砂管設置位置に土砂等がある場合には、事前にポンプ浚渫船または、グ

ラブ浚渫船等を用いて設計図書に示された長さ、幅、深さ、勾配に従って行うが、床堀面の基礎

地盤が設計で想定した状況に比べて明らかに劣る場合には、作業を速やかに中止し適切な措置を

講ずる。 

 

(2) 作業船の選定 

作業船の選定には、湖底土質、土量、水深、土捨条件、気象、工期などの施工条件を考慮し入

手可能なものの中より最も適切なものを選ぶ必要がある。この条件のうち土質が、作業能率に及

ぼす影響が大きく、Ｎ値30以下の土質であれば、通常のポンプ船、グラブ船でも施工ができるが、

これを超えると、砕岩を併用するか、または、大型の作業船を用いなければならない。 

土質とそれに対応する標準的な適用船種は、表4.1.1に示すとおりである。 

 

(3) 施工方法の選定 

どのような施工方法を採取するかは、湖底地盤の土質により船種がほぼ定まるが、更に浚渫深

度・浚渫土量・浚渫面積・航行船舶などに伴う作業制限・気象条件・運搬距離・土捨条件などに

ついても十分検討しておかなければならない。 

 

(4) 施工方法 

ポンプ浚渫およびグラブ浚渫について以下に示す。 
1)ポンプ浚渫 

ポンプ浚渫工事は、ポンプ浚渫船のカッターを取り付けた吸入管を湖底に下ろし、カッター

を回転させて、切り崩した土砂を湖水とともにポンプで吸い込み、排水管を通して直接土捨場、

または、仮置場等に排送する作業である。 

 

2)グラブ浚渫 

グラブ浚渫工事は、グラブ船のグラブバケットを湖底に下ろし、土砂をつかみ、土運船に積
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施工条件に応じて実施するもの

グラブ浚渫

土運船運搬

解体・運搬
（グラブ浚渫船・土運船）

汚濁防止膜撤去

排砂管撤去

解体・運搬（ポンプ船）

汚濁防止膜撤去

零号撤去

受枠撤去

凡例

準備工

グラブ浚渫船の規格選定
船団構成の決定

運搬・組立
（グラブ浚渫船・土運船）

ポンプ浚渫

準備工

汚濁防止枠設置

施工条件に応じて実施するもの凡例

ポンプ浚渫船の規格選定

運搬・組立（ポンプ船）

零号設置

受枠設置

排砂管設置

汚濁防止膜設置

み込み、土運船で土砂を土捨場、または、仮置場等に運搬する作業である。 

 

ポンプ浚渫およびグラブ浚渫工事の標準的な施工フローを図4.1.2に示す。 

 

 

表4.1.1 土質と適用船種 

土  質 標準適用船種 

グラブ浚渫船 
分 類 N値、状態 

ポンプ 

浚渫船 普通地盤用 硬土盤用 岩盤用 

ﾊﾞｯｸﾎｳ 

浚渫船 

摘  要 

  30未満 ○ ○   ○ 粘土質系 

土  砂 30～50未満 ○ ―― ○  ○ 

粘性土、または 

粘土質土砂 

  30未満 ○ ○   ○ 砂 質 系 

土  砂 30～50未満 ○ ―― ○  ○ 

砂質土、または 

砂質土砂 

  30未満  ○   ○ 

普

通

土

砂 レキ混り 

土  砂 30～50未満  ―― ○  ○ 
 

軟 質  ―― ○   

中 質  ―― ○   岩 盤 

硬 質  ―― ―― ○  

 

注) 1. 表中の○印が標準適用船種である。（――は適用不能の船種） 

       2. 上記の土質が複数含まれている工事においては、原則として最も硬い土質に適用される船種を選定する。 

       3. レキ混じり土砂または岩盤については、過去の施工実績あるいは試験工事の結果を勘案してポンプ浚渫船を適用す

ることができる。 

 

 

         【ポンプ浚渫】                【グラブ浚渫】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

図4.1.2 ポンプ浚渫およびグラブ浚渫の標準的な施工フロー 
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4.1.5 基礎工 
 
基礎工は、ＭＨＳ排砂管を直接支持するものであり、長期にわたるＭＨＳ排砂管の安定性、耐久性

を左右するので、その施工は入念に行う。 
 

 
【解説】 
(1) 基礎形式の選定 

基礎形式には、主に直接基礎と杭基礎があるが、吸砂口周りのレキ、ゴミ除去をグラブ等で取

るなどのメンテナンスが必要となるので、ＭＨＳ排砂管の吸砂口部付近は杭基礎を標準とする。

また、輸送部については、直接基礎を標準とする。 

 

(2) 施工方法 

1)杭基礎 

基礎杭の施工方法には、打撃工法、振動工法、圧入工法などがあるが、床堀土砂や土質柱状

図、土質試料などを比較して地盤状況を確実に把握し、適切な施工方法を選定する必要がある。 

ＭＨＳ排砂管の基礎杭の施工作業は、一般に水上作業となるため、台船上に陸上で使用する

ものと同様な杭打ちやぐらを搭載した杭打ち船を使用する。また、この変形として、組立・解

体の容易な組立式フロートにクローラクレーンを積み込んだ形式のものもある。 

 

2)直接基礎 

直接基礎は、基礎底面を支持地盤に密着させ、沈下や変位がないように施工する必要がある。 
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潜水士船 クレーン付台船

4.1.6 ＭＨＳ排砂管の設置 
 
ＭＨＳ排砂管の設置は、以下に示す順に行う。 

(1)運 搬 

(2)連 結 

(3)敷 設 

(4)固 定 
 

 
【解説】 

(1) 運搬 

ＭＨＳ排砂管の運搬は、分割した排砂管を台船等で運搬する方法を標準とするが、施工条件に

よっては、陸上で連結したＭＨＳ排砂管の両端および吸砂口に止水蓋をし、湖上に浮かべ、敷設

場所にえい航する方法もある。 

 
(2) 連結 

ＭＨＳ排砂管の連結は、台船上または湖面上で連結する方法を標準とするが、施工条件によっ

ては、水中で連結する方法もある。 

 

(3) 敷設 

ＭＨＳ排砂管の敷設は、予め位置出しをした敷設位置に沿ってクレーン付台船等により吊り下

ろしたＭＨＳ排砂管を潜水士２組で慎重に敷設する。敷設にあたっては、施工前の敷設面の異常

の有無の確認や敷設後の位置のずれ等に配慮する必要がある。（図4.1.3参照） 

 

(4) 固定 

ＭＨＳ排砂管の転倒および浮き上がりを防止するために、バンド等により固定する。（図4.1.4

参照） 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

      図4.1.3 ＭＨＳ排砂管の敷設要領図       図4.1.4 ＭＨＳ排砂管固定例 
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4.2 集砂 
 
ＭＨＳ排砂管の設置位置に土砂を集砂する方法は、浚渫と土砂運搬を組み合わせた方法と、自然に

集砂させる方法があり、ＭＨＳ排砂管を設置する場所の条件により適切に選定する。 
 

 

【解説】 

(1) 浚渫と土砂運搬を組み合わせた方法 

1)浚渫および運搬の方法は「4.1.4 基礎床堀」を参照し選定する。 

 

2)土砂の投入方法 

    土砂の投入によってＭＨＳ排砂管が破損することを防ぐため、トレミー管等を使用し集砂し

た土砂を投入する。土砂の投入位置は、ＧＰＳを使用した施工管理装置や投入位置を示すブイ

または竹ざおを設置し管理する。投入する土砂の土厚は音響測深を使用した施工管理装置やハ

ンドレッドを使用し所定の厚さとなるよう管理する。なお、土砂の投入により水質汚濁が発生

する恐れのある場合は、「4.1.3 汚濁防止対策工」を参照し、適切な対策方法を選定し対策を

行う。以下に集砂した土砂をトレミー管を用いて投入するイメージを図4.2.1に示す。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図4.2.1 集砂土砂投入のイメージ図 

 
 
(2) 流入土砂を自然に集砂させる方法 

     デルタ肩など自然に土砂が堆積する場所にＭＨＳ排砂管を設置する場合は、船舶を用いた集砂
は行わない。この場合は、計画排砂量が堆積可能な面積および深さを床掘りし、ＭＨＳ排砂管を

設置する必要がある。 
 

 

土運船 バックホウ台船 

トレミー管 

ＭＨＳ排砂管 
集砂 
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4.3 ＭＨＳ排砂管の運転方法 
 
ＭＨＳ排砂管の運転方法は、自然営力を利用した方法と機械動力を利用した方法に大別される。 
 

 

【解説】 

(1) 自然営力を利用した方法 

1)水位差式 

ダムの上流と下流との水位差に相当するエネルギー（自然営力）を利用して、堆積した土砂

を吸引する方法である。吸砂口から排出口までの土砂移動に外部エネルギーは一切必要としな

い。 

 

 

 

 

 

 

 

図4.3.1 自然営力を利用したＭＨＳ排砂管イメージ図 

 

(2) 機械動力を利用した方法 

1)サンドポンプ式 

ＭＨＳ排砂管の下流部に接続されたサンドポンプの吸引力を利用して、堆積した土砂を吸引

する方法である。 

 

2)ポンプ浚渫船式 

ＭＨＳ排砂管の下流部に接続されたポンプ浚渫船の浚渫ポンプの吸引力を利用して、堆積し

た土砂を吸引する方法である。 

 

3)エジェクター式 

ＭＨＳ排砂管の下流部にエジェクターを設け、そこから下流側へ強制的に高圧水を注入し、

下流側の流速を速くすることにより減圧状態として、堆積した土砂を吸引する方法である。 

    なお、サンドポンプ式やポンプ浚渫船式、あるいは、自然営力と組み合わせる方法もある。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図4.3.2 機械動力を利用したＭＨＳ排砂管イメージ図 

水

位

差

ダム湖

ダ　ム

土砂吸引

水中安息角

ダム堆積土砂

土砂排除部分
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4.4 輸送 
 
堆積土砂の輸送は、堆砂が進行している、あるいは進行すると想定される土砂を、ダム貯水池から

除去する「湖外輸送」と、堆砂計画容量を排砂域に利用して除去を行う「湖内輸送」とに大別される。 

(1)湖外輸送 

1) 土砂輸送の開始・終了 

2）輸送中断 

3) 輸送操作 

(2)湖内輸送 

1) 土砂輸送の開始・終了 

2）輸送中断 

3) 輸送操作 

(3)その他施設への利用 

流下土砂を捕捉する設備において、その機能を長期的に維持する。 
 

 

【解説】 

(1) 湖外輸送 

湖外輸送は、堆砂が進行している、あるいは進行すると想定される土砂を湖外へ排出し、有効

貯水量を回復させる方法である。 
また、土砂を下流河川に還元させるため、ダム建設前の健全な流砂系を得ることができる。流

砂系の回復は、河床低下の抑制・偏った河床粒度構成の改善・藻類の剥離更新の促進等、物理環

境、生物環境、植生環境を改善させる有効な方法である。 
輸送するための十分な流速が確保できる水位差を得られる場合の土砂の吸引・輸送は、自然営

力を利用した方法により行う。ＭＨＳ排砂管排出口は、堤体の排砂ゲートや仮排水トンネル、排

砂バイパストンネル等に設置し、貯水池湖底に敷設したパイプラインを通して輸送する。 
輸送するための十分な流速が確保できる水位差がない場合には、機械動力を利用した方法によ

り行う。 
 

1) 土砂輸送の開始・終了 

土砂輸送の開始・終了は、ＭＨＳ排砂管吸砂口部に設けた開閉装置、または排出口に設けたバ

ルブの開閉操作により行う。バルブ操作の作業はあらかじめ定められた場所で作業の安全を確認

したうえで実施しなければならない。 

     その他の手段として、遠隔で操作する方法もある。 

 

2）輸送中断 

輸送の中断は、管路内に土砂が堆積することが考えられるため行わないことが望ましい。 

 

3) 輸送操作 

輸送の操作は、ダム運用に係る、貯水池の水位等、および貯水池の用途別利用、洪水調節等、

貯留された流水の放流、点検、整備等用途を定めた「ダム操作規則・細則」に則り行わなければ

ならない。また、ダムからの放流により下流に急激な水位の変動を生じさせない「放流の原則」

に努めなければならない。 
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(a)堤体の排砂ゲートに排出口を設置 
堆積土砂を堤体の排砂ゲートや仮排水トンネル等からダム直下流へパイプラインを介して行う。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4.4.1 排砂ゲートへの活用イメージ（鳥瞰図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図4.4.2 排砂ゲートへの活用イメージ（平面図） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図4.4.3 排砂ゲートへの活用イメージ（断面図） 

 
 

潜り堰

取水口

堤体

ＭＨＳ排砂管
堆積土

下流へ排砂

取水口

潜り堰

堤体

減勢池 ＭＨＳ排砂管

潜り堰

取水口

ＭＨＳ排砂管

堤体

減勢池 堆積土
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  (b)バイパストンネルに排出口を設置 

ＭＨＳ排砂管により吸引された堆積土砂は、パイプラインを通ってバイパストンネルへ排出さ

れ、バイパストンネルを介してダム直下流へ輸送される。 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図4.4.4 バイパストンネルを活用した輸送イメージ図 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図4.4.5 バイパストンネルを活用した輸送（平面図） 

 

MHS排砂管


